
別紙 8 

 

令和   年   月   日 

 

支出負担行為担当官 

 宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

  (会計第二係 経由） 

 

入札関係書類受領書 

 

 

入札案件名 宮崎労働局労働基準部ほか 2 庁舎 LED 化工事 

入札参加方式 

（いずれかに○） 
調達ポータル 紙入札 

受領した関係書類 入札説明書 工事仕様書 

受領年月日 令和    年    月    日 

会社名  

担当者名  

電話番号  

Ｅｍａｉｌ  

  

※ 急な仕様の変更や、質疑書の回答等に利用させていただきます。 



 
入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和８年10月13日 

支出負担行為担当官  宮崎労働局総務部長 小森 康正 

 

1 競争入札に付する事項 

件  名 宮崎労働局労働基準部ほか２庁舎LED化工事 

仕  様 工事仕様書及び入札説明書等による 

工事期限 契約成立日から令和９年３月末日迄 

工事場所 宮崎労働局（宮崎市橘通東３丁目1-22） 

       小林公共職業安定所（小林市細野367-5） 

日南労働基準監督署（日南市戸高１-３-17） 

入札方法  最低価格落札方式による。 

入札金額は、総価を記入すること。落札決定に当たっては、入札書に記載された

金額に当該金額の 10％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

2 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

(1) 予算決算及び会計令第70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年、被保佐人

または被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別

の理由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和7・8年度厚生労働省競争参加資格において、資格区分が「建設工事」のうち、工種

区分が「電気工事」でＣ若しくはＤ等級に格付けされている者、または、令和7・8・9年

度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」のB、C若しく

はD等級に格付けされ、「九州・沖縄地域」での競争参加資格を有する者であること。 

(4) 次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札書類提出期限の直近 2 年間

（オ及びカについては2保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

ア 厚生年金保険  イ 健康保険（全国健康保険協会が所掌するもの） ウ 船員保険 

エ 国民年金  オ 労働者災害補償保険  カ 雇用保険 

注）各保険料のうち、オ及びカについては、当該年度における年度更新手続きを完了すべ

き日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続きを完了すべき日以降

の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認められてい

るものについては、納付期限が到来しているものに限る）こと。 

(5) 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

(6) 経営の状況又は信用度が極端に悪化していないと認められる者であること。 

(7) 厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中の者でないこと。 

(8) 過去1年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。ただし、

労働基準関係法令違反（※）により労働基準監督機関から使用停止等命令を受けたが、是

正措置を行い「使用停止等命令解除通知書」を受理している場合には、この限りではない。 

(9) 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反により送検され、この事実を公表されていないこと。 

(10) その他予算決算及び会計令第73 条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を

有する者であること。 

※ 労働基準関係法令については以下のとおり。 



 
労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、賃金の支払の確保等に関する法律、家内労働

法、作業環境測定法、じん肺法、炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法 

 

3 調達ポータルの利用 

本入札は、調達ポータル（https://www.p-portal.go.jp/）で行う。なお、当該システムによ

りがたい者は、事前に書面で支出負担行為担当官に申し出た場合に限り、紙入札方式に変える

ことができる。 

 

4 入札関係書類 

(1) 配布場所・担当 

〒880-0805 宮崎県宮崎市橘通東3丁目１番22号 宮崎合同庁舎5Ｆ 

 宮崎労働局総務部総務課  担当：会計第二係 （℡ 0985－38－8820） 

(2) 配布期間 

令和８年10月13日（火）９時00分から令和８年10月30日（金）17時00分まで 

（但し12時00分～13時00分の間、及び土・日曜日・祝祭日は除く） 

(3) 現場確認の日時及び場所 

上記 (1) へ事前連絡のうえ、応札予定者と現地担当者にて調整する。 

(4) 入札申込書等（証明書等）提出期間 

令和８年10月23日（月）９時00分から令和８年10月30日（金）17時00分（必着） 

（但し12時00分～13時00分の間、及び土・日曜日・祝祭日は除く） 

(5) 入札書提出期間 

令和８年８月23日（金）９時00分から令和８年10月30日（金）17時00分(必着) 

（但し12時00分～13時00分の間、及び土・日曜日・祝祭日は除く） 

(6) 開札の場所及び日時 

場所 宮崎県宮崎市橘通東3丁目１番22号 宮崎合同庁舎5F 

宮崎労働局総務部総務課 会議室 

日時 令和８年11月２日（月） 9時00分 

 

5 その他 

(1) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

(2) 入札保証金及び契約保証金はこれを免除する。 

(3) 入札者は、提出書類に関し支出負担行為担当官から説明を求められた場合は、それに応じ

なければならない。 

(4) 入札の無効 

 本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履

行しなかった者の提出した入札書、その他入札の条件に違反した者の入札書は無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 契約書作成の方法 

 原則、契約書の締結は電子契約によること。なお、当該システムによりがたい者は、事

前に書面で支出負担行為担当官に申し出た場合に限り、紙契約方式に変えることができる。 

(7) 落札者の決定方法 

 本公告に示した業務を履行できると支出負担行為担当官が判断した入札者であって、予

算決算及び会計令第79 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、最低

価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(8) 落札結果の公表 

落札価格等の落札結果については公表することとする。 

(9) その他 

 詳細は、入札説明書等による。 

 

以  上 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

入 札 説 明 書 

 
 

 

 

 

宮崎労働局労働基準部ほか 2 庁舎 LED 化工事 

 

 

 

 

 

 

 

 本案件は、調達ポータル（https://www.p-portal.go.jp/）を使用した応札及び入開札手

続きを使用するものとする。 

ただし、当該システムによりがたい者は、事前に支出負担行為担当官に書面による申し

出の上、紙による従来の応札及び入開札手続きができる。 

 

 

 

宮 崎 労 働 局 
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1 契約担当官等 

支出負担行為担当官 宮崎労働局 総務部長 小森 康正 

所 在 地 宮崎市橘通東３-１-22 宮崎合同庁舎５階 

2 競争入札に付する事項（調達内容） 

 

（1）調 達 名 宮崎労働局労働基準部ほか２庁舎 LED 化工事 

（2）工 事 内 容 宮崎労働局、小林公共職業安定所及び日南労働基準監督署における庁舎内の 

照明を LED 化する工事 

（3）工事内容の仕様等 別添の仕様書等による。 

（4）工 事 期 限 契約成立日から令和９年３月 31日迄 

（5）工 事 場 所 宮崎労働局労働基準部（宮崎市橘通東３丁目 1-22） 

           小林公共職業安定所（小林市細野 367-5） 

           日南労働基準監督署（日南市戸高１-３-17） 

（6）入 札 方 法  

① 落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行う。 

② 入札者は、業務内容の本業務価格のほか業務の履行に要する一切の諸経費を含め契約金額を

見積もるものとする。 

③ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに相当する額を

加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税にかかる免税事業者であるかを問わず、

見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を記載した入札書を提出しなければなら

ない。 

(1) 入札保証金及び契約保証金  免除 

3 競争入札参加資格 

(1)  予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年、被保佐人また

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由があ

る場合に該当する。 

(2)  予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(3)  令和７・８年度厚生労働省競争参加資格において、資格区分が「建設工事」のうち、工種区分

が「電気」でＣ若しくはＤ等級に格付けされている者、または、令和７・８・９年度厚生労働省

競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」のＢ、Ｃ若しくはＤ等級に格付け

され、「九州・沖縄地域」での競争参加資格を有する者であること。 

(4)  次の各号に掲げる制度が適用される物にあっては、この入札書類提出期限の直近２年間（オ及

びカについては２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

ア 厚生年金保険   イ 健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

ウ 船員保険  エ 国民年金   オ 労働者災害補償保険   カ 雇用保険 

注）各保険料のうち、オ及びカについては、当該年度における年度更新手続きを完了すべき日が

未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続きを完了すべき日以降の場合にあっ

ては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認められているものについては、

納付期限が到来しているものに限る）こと。 
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(5)  資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

(6)  経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

(7)  厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

(8)  過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。ただし、労

働基準関係法令違反（※）により労働基準監督機関から使用停止等命令を受けたが、是正措置を

行い「使用停止等命令解除通知書」を受理している場合には、この限りではない。 

(9)  過去１年以内に厚生労働省所管法令違反により送検され、この事実を公表されていないこと。 

(10)  その他予算決算及び会計令第 73 条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有す

る者であること。 

※ 労働基準関係法令については以下のとおり。 

労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、賃金の支払の確保等に関する法律、家内労働

法、作業環境測定法、じん肺法、炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法 

4 入札について 

(1)  入札等は、調達ポータル（https://www.p-portal.go.jp/）で行う。ただし、当該システムによ

りがたい者は、事前に「電子入札案件の紙入札方式での参加について（紙入札業者用）」（別紙６）

により申し出た場合に限り紙入札に変えることができる。その他予算決算及び会計令第 73 条の

規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者であること。 

(2)  本件に係る関係書類を受領したものは、「入札関係書類受領書（別紙８）」を下記５(３)まで速

やかに提出しなければならない。 

(3)  入札にあたっては、本説明書、別紙「仕様書」等を熟読のうえ、入札書を提出すること。 

(4)  入札の参加にあたっては、所定の書類を決められた日時までに提出しなければならない。提出

された書類は当局において審査し、上記競争参加資格を有すると判断された者のみ入札に参加で

きるものとする。 

(5)  この入札にあたっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第

54 号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

5 証明書等（入札参加申込書等）の提出について 

(1) 提出書類及び提出方法 

① 調達ポータルを利用する場合 

提出書類 提出方法 

・全省庁統一資格の資格審査結果通知書の写し 

・労働保険料等納入証明書（別紙 1 又は入札提出期限の

直近２保険年度の滞納の有無が確認できるもの） 

・社会保険料納入証明書又は社会保険料の領収書の写し 

 （入札書提出期限の直近２年間分の滞納の有無が確認

できるもの） 

・暴力団等に該当しない旨の「誓約書」（別紙２）「役員

一覧」（別紙３）（「役員一覧」は法人事業所のみ） 

・自己申告書（別紙４） 

 スキャナ等により電子データ化し

たものを調達ポータルにより送信す

ること。 
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②紙入札方式による場合 

提出書類 提出方法 

上記①に加えて 

・委任状（紙入札業者用）（別紙５）（委任する場合） 

・電子入札案件の紙入札方式での参加について（紙入札

業者用）（別紙６） 

持参もしくは郵送（書留等の配達

記録が残るものに限る）により提出

すること。郵送の場合は事前に下記

５(３)あて連絡の上、郵送すること。 

(2) 提出期限 

   令和８年 10月 23 日（金）９時 00 分から令和８年 10月 30 日（金）17 時 00 分まで 

   （ただし、持参の場合は土日並びに 12 時 00 分～13時 00 分を除く） 

   期限内に提出しなければ、本件調達に係る入札に参加できない。 

(3) 提出場所（郵送・持参の場合） 

〒880-0805 宮崎県宮崎市橘通東３丁目１番 22号 宮崎合同庁舎 5階 

宮崎労働局総務部総務課 会計第二係 

電話 0985‐38‐8820  mail: miyazakikaikei@mhlw.go.jp 

 

6 入札書等の提出について 

(1) 提出書類及び提出方法 

① 調達ポータルによる参加業者 

提出書類 提出方法 

・入札書(書面による提出は不要) 

・工事費内訳書（任意様式） 

 それぞれの工種に係る数量、単

価、金額を表示し、氏名（法人の

場合はその名称又は商号）並びに

住所及び工事名を記載の上押印し

たもの。 

 入札書については、調達ポータルに入札金額を登録す

ることとし、書面による提出は不要である。 

 工事費内訳書は、スキャナ等により電子データ化した

ものを調達ポータルにより送信すること。 

 通信状況により提出期限内に調達ポータルに入札書

が到達しない場合があるので、時間に余裕をもって送信

すること。 

 何らかの不具合で送信できない場合は、提出期限まで

に上記５(３)に必ず連絡すること。連絡のない場合は入

札を辞退したものとして取り扱う。 

② 紙入札方式による参加業者 

提出書類 提出方法 

・入札書（紙入札業者用）（別紙７） 

・工事費内訳書（任意様式） 

 それぞれの工種に係る数量、単

価、金額を表示し、氏名（法人

の場合はその名称又は商号）並

びに住所及び工事名を記載の上

押印したもの。 

 提出は原則直接持参とする。郵送する場合は、二重封

筒とし、書留郵便等配達記録が残るものにより郵送する

こと。この場合、事前に上記５(３)に連絡すること。提

出期限までに提出（郵送の場合は到着）しなかった場合

は無効とする。 

 入札書と工事費内訳書はホッチキス留めして封筒に

封入すること。提出する封筒には宛名（「宮崎労働局支
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出負担行為担当官殿」と記載）、調達件名（「都城労働基

準監督署署長室及び事務室空調機新設工事」）と記載、

氏名（法人の場合はその名称又は商号）を記載すること。 

 

(2) 提出期限 

   令和８年 10月 23 日（金）９時 00 分～令和８年 10 月 30 日（金）17時 00 分まで 

   （ただし、持参の場合は土日並びに 12 時 00 分～13時 00 分を除く） 

(3) 提出場所（郵送・持参の場合） 

   上記５(3)に同じ 

(4) その他の留意事項 

① 提出した入札書の引き換え、変更及び取消は認めない。 

② 入札書の金額は訂正することはできない。 

 

7 その他 

(1) 入札の無効 

 本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求められ

る義務を履行しなった者の提出した入札書は無効とする。 

(2) 入札の延期等 

 入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等であって、競争入札を公正に執行することができ

ない状態にあると認められる時は、当該入札を延期し、又はこれを取りやめる事がある。 

(3) 代理人による入札 

①  代理人が調達ポータルにより入札する場合には、当該システムで定める委任の手続きを終了

しておかなければならない。 

 技術資料の提出等をシステム上において行う場合には、当初の手続きをする時点までに委任

の手続きを完了させておくこと。  

②  代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商号、代理人で

あることの表示及び当該代理人の氏名を記入（外国人の署名を含む。）しておくとともに、開札

時までに別紙５の様式による代理委任状を提出しなければならない。 

③  入札者又はその代理人は、本件調達にかかる入札について他の入札者の代理人を兼ねること

ができない。 

 

8 開札 

(1) 開札の日時及び場所 

日時 令和８年 11月２日（月） ９時 00 分 

場所 宮崎県宮崎市橘通東 3-1-22 宮崎合同庁舎５階  

   宮崎労働局総務部総務課会議室 
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(2)  再度入札の取扱 

開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した価格

の入札がないときは、予決令第 82 条の規定による再度入札又は予決令第 92 条の規定による再

度公告入札若しくは予決令第 99 条の 2の規定による随意契約を行うことがある。なお、予決令

第 82条の規定による再度入札に参加できる者は、最初の入札に参加した者に限る。また、調達

ポータルにおいては、再度入札通知書に示す時間までに再度の入札を行うものとする。 

 

9 落札者の決定 

最低価格落札方式とするが、以下について留意すること。 

(1)  本入札説明書６に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって本入札説明書

３の競争参加資格及び仕様書の要求要件を全て満たし、当該入札者の入札価格が予算決算及び

会計令 79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をも

って有効な入札を行った者を落札者とする。 

(2)  最低価格の入札者となった場合でも、当該契約の内容に適合した履行がなされない恐れがあ

ると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正の取引の秩序を乱す恐れがあっ

て著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申し込み

をした他の者のうち、最低の価格をもって申し込みをしたものを落札者とする。 

(3)  落札者となるべき同価格の入札をした者が２以上あるときは、調達ポータルの電子くじを実

施することにより、落札者を決定するものとする。 

(4)  落札者が決定した時は、入札者にその氏名（法人の場合はその名称）及び金額を口頭及び調

達ポータルの開札結果の通知書により通知するものとする。 

(5)  落札結果については公表する。 

 

10 契約書の作成 

(1)  競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、別途指示される方法により遅滞なく契

約書を作成し、これを取り交わすものとする。 

(2)  原則、契約書の締結は電子契約によるものとする。ただし、当該システムによりがたい者は、

事前に「電子契約案件の紙契約方式での締結について（紙契約業者用）」（別紙 12）により申し

出た場合に限り紙契約に変えることができる。なお、契約書に係る収入印紙は、契約の相手方

が負担する。 

(3)  紙契約により契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、

その者が契約書の案に記入押印し、さらに支出負担行為担当官が当該契約書の案の送付を受け

てこれを記入押印ものとする。 

(4)  紙契約の場合において支出負担行為担当官が記入押印したときは、当該契約書の 1 通を契約

の相手方に送付するものとする。 

(5)  紙契約の場合、支出負担行為担当官が契約の相手方とともに記名押印しなければ、本契約は

確定しないものとする。 
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11 その他 

(1) 入札等に関する質疑及び回答について 

仕様の内容によっては表現しづらい部分もあるため、入札書提出までには疑義等を全て解消し

ておくこと。質疑等がある場合には、「質疑書」（別紙９）により令和８年 10 月 23 日(金)17 時

00 分までに上記５（３）に提出すること。 

重要な質疑に対する回答は、「入札関係書類受領書」（別紙８）を提出した者すべてに対して、

当局から TEL 等により通知する。 

(2) 契約手続きに使用する言語及び通貨  

 日本語及び日本国通貨 

(3) 入札者に要求される事項 

 開札日の前日までの間において、支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を求められた

場合には、これに応じなければならない。 

(4) 支払条件 

 業務の履行が行われ、検査職員による検査に合格した後、適法な支払請求書を受理した日か

ら、30 日以内に契約金額を支払う。 

(5) 入札説明会 

 本入札についての入札説明会は、実施しないものとする。 

(6) 現場説明会 

 現場説明会は実施しない。 

(7) 障害発生時及び調達ポータル操作等の問合せ先は下記のとおりとする。 

・ヘルプデスク 0570-000-683（ナビダイヤル）／03-4332-7803（IP 電話等をご利用の場合） 

        受付時間 平日 ９時 00分～17 時 30 分  

        URL：https://www.p-portal.go.jp/ 

(8) その他 

① 参加申込後の辞退については、「辞退届」（別紙 10）を提出すること。 

② 落札者は、落札決定日以降すみやかに、「法令遵守に関する申出書」（別紙 11）、「誓約書」（原

本）、「火災保険加入証書」等の指定書類を提出すること。 

③ 入札参加者は、工事仕様書、入札説明書等を熟読し、内容を承認の上、参加すること。 

④ 入札した者は、入札後、この入札説明書及び工事仕様書等についての不明を理由として、異議

を申し立てることは出来ない。 



別紙 2 

誓 約 書 

 

□ 私 

□ 当社 

は、 下記１及び２のいずれにも該当しません。 また、 将来においても該当することはありません。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は

一切申し立てません。 

 

記 

 

1 契約の相手方として不適当な者 

(1) 法人等(個人、法人又は団体をいう。)の役員等(個人である場合はその者、法人である場合は役員

又は支店若しくは営業所 (常時契約を締結する事務所をいう。) の代表者、団体である場合は代表

者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。) が、暴力団(暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号) 第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。)又は暴力団員(同法第 2 条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)であるとき。 

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある

いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

 

2 契約の相手方として不適当な行為をする者 

(1) 暴力的な要求行為を行う者 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

(4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

(5) その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

支出負担行為担当官 宮崎労働局総務部長 殿 

 

令和   年   月   日 

 

住所又は所在地 

      

社名及び代表者名                         

 

 

 

※ 個人の場合は生年月日を記載すること。 

※ 法人の場合は役員一覧を添付すること。 



別紙 3 

役 員 一 覧 

 

令和  年  月  日現在   

 

役 職 名 氏 名 生年月日 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 
 
 
 
 
  



別紙 4 

 
自己申告書 

 
 

 下記の内容について誓約いたします。 
 なお、この誓約書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告しなか

ったことが判明した場合には、本契約を解除されるなど当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 
 

記 
 
１ 厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 
２ 過去 1 年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により

行政処分を受け又は送検されていないこと。 
３ 契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政

処分を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。 
４ 前記１から３について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先について

も同様であること。 
 
 
 

令和  年  月  日 
 

住所（又は所在地） 
商号又は名称 
代表者氏名                

 
 
 
 

  



別紙 5 

委  任  状（紙入札業者用） 

令和  年  月  日 

 

 

 

        所在地 

  受任者   商号又は名称 

        代理人氏名                        

 

 

私は、上記の者を代理人と定め、下記事項の入札及び見積に関する一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

 （委任事項） 宮崎労働局労働基準部ほか 2庁舎 LED 化工事 

 

 

 

 

 

支出負担行為担当官 

 宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

 

 

 

競争入札参加者 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代 表 者 名 

  



別紙 6 

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

  宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

 

 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代 表 者 名 

 

 

 

電子入札案件の紙入札方式での参加について（紙入札業者用） 

 

 

 貴部局発注の下記入札案件について、調達ポータルを使用して入札に参加できないので、紙入札方式

での参加を申し込みいたします。 

 

 

記 

 

 

 １ 入札案件名  宮崎労働局労働基準部ほか 2庁舎 LED 化工事 

 

    ２ 調達ポータルでの参加ができない理由 

       （記入例）認証カードの申請中だが、手続きが遅れているため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 提出の際は、資格審査結果通知書（写）を添付すること。 



別紙 7 

 

入  札  書（紙入札業者用） 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代 表 者 名                 

（代理人の氏名）                

 

 

 入札説明書及び契約書を承諾の上、仕様書に従って履行するものとして、下記のとおり提出しま

す。 

 

入札案件名 ： 宮崎労働局労働基準部ほか 2 庁舎 LED 化工事 

 

    金額  
         

 

（消費税抜き） 

 

    電子くじ番号    

 ※電子くじ番号欄には、落札金額が同額の場合に実施する電子くじ用の任意の 3 桁を必ず記載すること。 

 

 

上記のとおり入札いたします。 

 

 

（注） 

１．  金額は算用数字で表示し、あたまを￥でとめること。 

２．  落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税にかかる課税業者である

か免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する額を

入札書に記載すること。 
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令和   年   月   日 

 

支出負担行為担当官 

 宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

  (会計第二係 経由） 

 

入札関係書類受領書 

 

 

入札案件名 宮崎労働局労働基準部ほか 2 庁舎 LED 化工事 

入札参加方式 

（いずれかに○） 
調達ポータル 紙入札 

受領した関係書類 入札説明書 工事仕様書 

受領年月日 令和    年    月    日 

会社名  

担当者名  

電話番号  

Ｅｍａｉｌ  

  

※ 急な仕様の変更や、質疑書の回答等に利用させていただきます。 
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質 疑 書 

（令和８年 10 月 23 日(金)17 時 00 分まで必着） 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

  宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

 

所 在 地 

商号又は名称  

代 表 者 名 

電 話 番 号 

 

 

入札案件名  宮崎労働局労働基準部ほか 2庁舎 LED 化工事 

 

番号 質疑内容 回答 
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辞  退  届 

 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

  宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

 

所 在 地 

      商号又は名称  

代 表 者 名                  

           代 理 人                  

 

 

 

 

 

この度、下記件名につき御辞退申し上げます。 

 

 

 

件   名  宮崎労働局労働基準部ほか 2庁舎 LED 化工事 
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令和  年  月  日 

 
 
支出負担行為担当官 
  宮崎労働局総務部長 小森 康正 殿 
 
 

請負者 
住 所 

 
氏 名                      

 
 

法令遵守に関する申出書 

 
 
 宮崎労働局労働基準部ほか 2 庁舎 LED 化工事 に係る契約を履行するに当たり、労働基

準関係法令及び職業安定法令の規定に違反する事実がないこと、また、今後も関係法令を遵

守することを申し出ます。 
 なお、労働基準関係法令及び職業安定関係法令の規定に違反した場合又は違反した事実が

判明した場合、速やかに通知することを申し出ます。 
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令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

  宮崎労働局総務部長 小森 康正  殿 

 

 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代 表 者 名 

 

 

 

電子契約案件の紙契約方式での締結について（紙契約業者用） 

 

 

 貴部局発注の下記契約案件について、調達ポータルを使用して契約の締結ができないので、紙契約方

式での締結を申し込みいたします。 

 

 

記 

 

 

 １ 入札案件名  宮崎労働局労働基準部ほか 2庁舎 LED 化工事 

 

    ２ 調達ポータルでの参加ができない理由 

       （記入例）認証カードの申請中だが、手続きが遅れているため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



最近の物価高を踏まえ、厚生労働省は、

価格交渉に誠実に対応します。

まずはお気軽にご相談ください。

厚 生 労 働 省 と 契 約 中 の 事 業 者 の 皆 様 へ

価 格 交 渉 を す る こ と で 不 利 益 を 受 け る こ と は あ り ま せ ん ！

例

1 コストが上昇したため、価格交渉を申し出たが、応じてもらえなかった。

例

2 発注量減少や取引停止が不安で、価格交渉を申し出にくい。

例

3 価格交渉の結果、必要な価格転嫁がなされなかった。

こんな時は、契約に関する通報窓口にご相談ください！

担当

keiyaku-tsuho@mhlw.go.jpE-mail

FAX

〒100-8916 東京都千代田区霞が関１-２-２

厚生労働省大臣官房会計課会計企画調整室

03-3595-2121

契約に関する通報窓口 お問い合わせ先

最低賃金額の改定や物価上昇に適切に対応することが、

政府方針として閣議決定されています。

厚生労働省では、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇を

適切に価格転嫁できるよう、契約締結後の価格交渉に応じています。

現在の契約金額では、十分な価格転嫁ができない等、

お困りのことがありましたら、各契約担当者までお気軽にご相談ください。

1

2

3



 
工 事 仕 様 書 

 

1 工事名称  宮崎労働局労働基準部ほか 2 庁舎 LED 化工事 

 

2 工事場所  （１）宮崎労働局（宮崎市橘通東３丁目 1-22） 

        （２）小林公共職業安定所（小林市細野 367-5） 

（３）日南労働基準監督署（日南市戸高１-３-17） 

3 工事期間  契約成立日から令和９年３月末日まで（可能な限り早く） 

 

4 工事内容  （１）宮崎労働局労働基準部における照明を LED 化する工事  一式 

（２）小林公共職業安定所の照明を LED 化する工事  一式 

（３）日南労働基準監督署の照明を LED 化する工事  一式 

（４）上記に付帯する工事  一式 

 

5 一般事項 

(1)  入札書提出前に必ず下見、測量等を行ったうえで、工事費の積算をすること。 

なお、上記の工事費のほか、工事に伴う資材、処分費用等のすべての費用を見積に含めること。 

(2)  工事での発生材は受注者側の責任及び費用負担で適切な方法で廃棄処分を行うこと。 

(3)  原則、電気、水道使用料等の費用について当局が負担することとするが、大量に使用する場合は、別

途協議して決定する。 

(4)  騒音を発する工事など閉庁日に行うべき工事がある場合には、事前に日程調整等を行うため、宮崎労 

働局総務部総務課会計第二係（担当者：藤原）と協議を行うこと。 

(5)  工事施工前に「工程表」及び「工事施工内容がわかる書類及び図面」を提出すること。 

(6)  工事施工の前、途中、施工後の写真撮影を行い、工事完了後は工事完成届、竣工図（完成図）等を提

出すること。（マニュフェストの写し等、産廃施設への持ち込み時の写真を含む。） 

(7)  上記以外のことについては、原則、現地担当者と協議をすること。 

 

6 工事に係る仕様 

(1)  照明の LED 化にあたり、特定のメーカーが製造する製品等は指定しないが、公共施設の事務室にふさ

わしい外観となるものとする。 

(2)  取り替えにより不要となったものについては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他の関係法令

に基づき適切に処理すること。 

(3)  各庁舎における照明配線図は別添参照（別添１は宮崎労働局、別添２は小林公共職業安定所、別添３



 

 

は日南労働基準監督署）。 

なお、日南労働基準監督署 1 階における一部照明（４箇所）については、令和３年 11 月に蛍光灯の故

障により、既に LED 化が済んでいる（別添３の桃色の箇所）。 

 

７ 請負業務について 

(1)  請負によって生ずる権利及び義務は、第三者に譲渡又は継承してはならない。 

(2)  請負業務に関する秘密は漏らしてはならない。 

(3)  本仕様書等に記載された事項を履行しないときは、契約解除又は損害賠償等の責を受けても異議申立

はできない。 

(4)  請負業務が終了したときは、当局の指定する検査職員の検査を受け、その検査に合格した時をもって

完了とする。 

(5)  請負業務が完了するまで善良な管理者としての注意をもって作業に当たると共に、当該物件の維持保

全に努めなければならない。 

なお、本作業中に、当局又は第三者に及ぼした損害については、請負業者において、一切の責任をも

って処理することとし、当局に対してその費用を請求することはできない。 

 

８ その他 

(1)  請負業務に当たって疑義が生じた場合には、当局職員又は監督職員の指示を受けること。 

(2)  検査の時期は、当局が工事完了の通知を受理した日から 10 日以内とする。 

(3)  工事仕様書等に定めのない事項については、必要に応じ協議すること。 

(4)  工事の施行に当たっては、安全衛生法令等の関係法法令を遵守し、安全対策を徹底すること。 

(5)  着工から工事目的引き渡しまでの間（完成から 7 日間まで）火災保険に加入すること。 

(6)  下請を行う際には、下請人からも下記９の提出書類の②～⑥及び⑬を提出させること。 

 

９ 提出書類 

  [入札関係受領書提出時] 

① 入札関係書類受領書 

② 労働保険料納入証明書 

    ※資格審査結果通知書に記載されている事業場所所在地を管轄する労働局又は労働基準監督署で 証

明を受けること。なお、労働保険料納入証明書は各労働局により名称及び様式が異なるので、管轄す

る労働局又は労働基準監督署に確認をすること。 

③ 社会保険料納入証明書 

    ※申請書は日本年金機構ホームページ（http://www.nenkin.go.jp/）より取得可能。 



 

 

    ※上記 2 つの納入証明書については入札書提出期限の直近 2 年間分の領収書でも可。 

④ 誓約書 

⑤ 役員一覧（法人のみ） 

⑥ 自己申告書 

⑦ 電子入札案件の紙入札方式での参加様式（紙入札業者のみ） 

⑧ 委任状（紙入札業者のみ） 

  [入札時] 

⑨ 入札書 

⑩ 工事費内訳書 

 [契約締結時] 

⑪ 電子契約案件の紙契約方式での締結について（紙契約業者のみ） 

⑫ 工事請負契約書 

⑬ 法令遵守に係る申出書 

⑭ 工程表を含む施工計画書 

⑮ 火災保険加入証書、工事完成を保証する制度加入の写し 

  [業務完了時] 

⑯ 工事完了届 

⑰ 検査調書 

⑱ 工事写真台帳（施工前、施工中、施工後及び使用する機器類） 

⑲ 竣工図(完成図) 

⑳ マニュフェストの写し等（産廃施設への持ち込み時の写真を含む） 
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S=1：100本館　改設　１階　情報表示（電気時計）・拡声・火災報知設備配線図
※ ・・撤去品再取付

波線 ・・既設品を示す

注　記

１．特記なきは、下記とする。

・・壁付押しボタン

・・ブザー

AMP

階段室1

共用小会議室 EM-HP 1.2-20P×4 (自動火災)

EM-AE 1.2- 5P (時計)

EM-AE 1.2-15P (拡声)

・・位置ボックス

・・既設端子盤

UP

注　記

１．特記なきは、下記とする。

・・出退表示　表示盤

・・発信器

・・親時計　　　　　　（壁掛形）

・・子時計　　　　　　（壁掛形）

・・EM-AE 1.2-3C        ころがし配線

・・EM-AE 1.2-4C        ころがし配線

・・既設配線を示す

・・立上げ (PF管)保護

・・立上げ MM1.B保護　　 露出

・・立上げ MM1.A保護　　 露出
MM1.A

MM1.B

波線

２．特記なき配線は、下記とする。

・・EM-AE 1.2-2C        ころがし配線

EM-AE 1.2- 2C (呼出)

・・EM-AE 1.2-2C (E19)  露出配管
(E19)

※スラブ貫通箇所は防火区画貫通処理を行う

EM-AE 1.2- 5P

EM-AE 1.2-15P

EM-HP 1.2-20P×4

EM-AE 1.2- 2C

(時計)

(拡声)

(呼出)

(自動火災)

100φ(E 75)

IP2D1WV10-8

PS3DV-1

AMP

Ｓ

Ｓ

・・スピーカ付子時計　（壁掛形）

・・放送アンプ　　　　（自立形）

・・スピーカ　　　　　（天井埋込形）

・・アッテネータ

・・トイレ呼出ベル

・・スピーカ　　　　　（壁掛形）

・・スピーカ　アッテネータ内蔵（天井埋込形）

・・受信機Ｐ型１級３０Ｌ＋１５Ｌ　（自立形）

・・差動式スポット型感知器　２種　（露出形）

・・光電式　煙感知器　２種　　　　（露出形）

・・光電式　煙感知器　２種　　　　（埋込形）

・・子時計　　　　　　（壁掛形）A SEA23-NJ1

SWR30-GPB2

SC2Hi-3V0-M

SC2Hi-3V3-M

SW2Hi-3V3

V-3S

SWA33-GPSPSB2

・・EM-AE 1.2-2C+3C     ころがし配線

・・EM-FCPEE-S 1.2-1P   二重床ころがし配線
FCPEE-S

・・P.B SS200×200×200C

(E19)(E19)(E19)

(E19)

(E19)

(E19)

MM1.A

情報表示（電気時計）・拡声・火災報知設備配線図

本館　改設　１階

宮崎合同庁舎（２２）建築改修その他工事施設名称

図面名称

機関名

年月日

調 

製

九州地方整備局営繕部鹿児島営繕事務所

主任監督員　諏訪薗　博之 完成２２年１２月１５日

図面

番号
Ｅ－１９

S=1/100

別添１

FSEAM
長方形



本館　改設　２階　電灯設備配線図

宮崎合同庁舎（２２）建築改修その他工事施設名称

図面名称

機関名

年月日

調 

製

九州地方整備局営繕部鹿児島営繕事務所

主任監督員　諏訪薗　博之 完成２２年１２月１５日

図面

番号
Ｅ－１０

S=1/100
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S=1：100本館　改設　３階　電灯設備配線図

Ｌ－３－Ａ

Ｌ－３－Ｂ

トイ
イロ

ハ

ト ト

ヌ ル ヲ

ヌ

カ

カ ョ

タ 

タ 

カョタ 

ナネネ

ッ

ナ

ナソソ
ソ

イ

ル

ト

ッ

ネッ

ナ

リ

チ

ト
チ
リ

ニ
ホ

ニイ イ

ホ
ロロ

ハ ハ ハ

へ

ホ

ニ ニ

へ へ

へハ
リ リ

チ

ヌ

ヌ ル ヲ

ヲ

ヲル

ＧＧＧ

Ｇ

ロ

Ｇ

Ｇ

ニイ

ハ

ロ
イ

ニ

レ

フ

Ｆ３
Ｆ３

ハ ラ

Ｆ２

ＲＡ

５０４

ＧＬ－３－Ａ

Ｂ

６０１

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ２ Ｆ２

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ２

Ｆ３ Ｆ３

２Ｆ３

レ

Ｆ２

Ｆ２

２Ｆ３
５０１

Ｆ２*2

財務事務所
踏込

F3

F3

F3

F3

ｲ ｲ

ﾛ ﾛ

ﾊ ﾊ

ﾛｲ ﾊ

6

MM1.B

女子更衣室

F2×2

ｲ ｲ

ﾛﾛ

F3

F3

F3

F2×2

ﾊF3

MM1.B

イ

イ

※

合庁管理室

1

F3

FL 20W-2(埋込)

※撤去品再取付

ﾊ

打合せ室

サーバー室

ス
ロ

－
プ

F3

F3

F2

※

打合せ室・ＯＡ機器室

FHF 32W-2(埋込)

2

Ｇ
フ
ラ

FHF 32W-2(埋込)

女子休憩室

男女ロッカー室

※ ※

※ ※

※※

6

男子更衣室

※

イ

撤去品再取付

撤去品再取付

撤去品再取付 撤去品再取付

FHF32W-2(埋込)

※

撤去品再取付

FHF32W-2(埋込)

所長室

所長室

FSS9-321 (PK)

4

2

所長室

F3

R

フ

F3

F3

F3F2

F3

F2*2

MM1.B

FHF 32W-2(埋込)

3撤去品再取付

女子休憩室･男女ロッカー室

財務事務所

1

FHF32W-1(露出)

女子便所 湯沸室

男子便所

階段室1

廊下2

倉庫

前室

女子更衣室

OA機器室

階段室2

※

※

２Ｆ３

イ

F3

F3

F3

F2

F3

R

※ｲ ｲ

ﾛ

※ﾊ ﾊ

ﾆ

R

R

R

F3

R

R

合庁管理室

合庁管理室発電機回路は、既設切離し共用回路接続

６０２F2

F3

F3

廊下1

財務事務所

A

S

S

N

N
S

S

S

Ｆ２

Ｆ２*2

ＲＡ

※ ※

※

廊下１・２

3

男子更衣室

FRS18F1-322 (PX)

GL-3-A盤経由して
GL-4-A-1盤へ

１階調整室から

２Ｆ３

F3

MM1.A

ｲﾛﾊ

F2×2

本館　改設　3階　電灯設備配線図
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別添２





別添３



 
 

工事請負契約書（案） 
 

1 工 事 名 宮崎労働局労働基準部ほか２庁舎 LED 化工事 

 

2 工 事 場 所   宮崎労働局（宮崎市橘通東３丁目 1-22） 

          小林公共職業安定所（小林市細野 367-5） 

          日南労働基準監督署（日南市戸高１-３-17） 

   

3 工 事 期 限 契約成立日から令和９年３月末日まで 

 

4 請 負 代 金 額 金○,○○○,○○○円 

      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金○○○,○○○円） 

 

5 契 約 保 証 金 免除 

 

 

 上記の工事について、発注者と請負者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別

添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

令和８年 11 月●日 

 

 

発注者  住所 宮崎市橘通東 3丁目 1番 22 号 宮崎合同庁舎 5階 

 

氏名 支出負担行為担当官 

 

宮崎労働局総務部長 小森 康正   ㊞ 

  

 

 

請負者  住所 ○○○○○○ 

 

 

氏名 ○○○○○○ 

    

   代表取締役 ○○○○○○ 



 

（総 則） 

第1条  発注者及び請負者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書

（仕様書、図面、現場説明書等をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、

この契約（この契約書及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）

を履行しなければならない。 

2  請負者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者

に引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 

3  仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（「施工方法

等」という。以下同じ。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある

場合を除き、請負者がその責任において定める。 

4  請負者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

5  この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わな

ければならない。 

6  この契約の履行に関して発注者・請負者間で用いる言語は、日本語とする。 

7  この契約書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

8  この契約の履行に関して発注者・請負者間で用いる計量単位は、設計図書に特別の

定めがある場合を除き、計量法（平成 4年法律第 51 号）に定めるものとする。 

9  この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治 29 年法律第

89 号）及び商法（明治 32 年法律第 48号）の定めるところによるものとする。 

10  この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

 

（関連工事の調整） 

第2条  発注者は、請負者の施工する工事及び発注者の発注する他の請負工事が施工上密接

に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整を行うものとす

る。この場合においては、請負者は、発注者の調整に従い、工事の円滑な施工に協力

しなければならない。 

 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第3条  請負者は、この契約締結後速やかに設計図書に基づいて、工程表を作成し、発注者

に提出しなければならない。 

2  工程表は、発注者及び請負者を拘束するものではない。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第4条  請負者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

2  請負者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第 12条第

2 項の規定による検査に合格したもの及び工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又

は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承

諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（一括委任又は一括下請の禁止） 

第5条  請負者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能

を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

 

（下請人の通知） 

第6条  発注者は、請負者に対して、下請人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求

することができる。 

 



 

（特許権等の使用） 

第7条  請負者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護

される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施

工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。

ただし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図書に特

許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、請負者がその存在を知らなかったときは、

発注者は、請負者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

（監督職員） 

第8条  発注者は、監督職員を置いたときは、その氏名を請負者に通知しなければならない。

監督職員を変更したときも同様とする。 

2 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権

限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、設計図

書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

一  契約の履行についての請負者又は請負者の現場代理人に対する指示、承諾また

は協議 

二  設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は請負者が作

成した詳細図等の承諾 

三  設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験

若しくは検査（確認を含む。） 

3  発注者は、監督職員を置き、この契約書に基づく発注者の権限の一部を委任したと

きにあっては当該委任した権限の内容を、請負者に通知しなければならない。 

4  第 2項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わな

ければならない。 

5  この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書

に定めるものを除き、監督職員を経由して行うものとする。この場合においては、監

督職員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 

 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第9条  請負者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定めるとこ

ろにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの

者を変更したときも同様とする。 

一  現場代理人 

二 （A）専任の主任技術者 

（B）監理技術者資格者証の交付を受けた専任の監理技術者 

三  専門技術者（建設業法第 26 条の 2に規定する技術者をいう。以下同じ。） 

2  現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行

うほか、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、第 11 条第 1 項

の請求の受理、同条第 3項の決定及び通知、同条第 4項の請求、同条第 5項の通知の

受理並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく請負者の一切の権限

を行使することができる。 

3  請負者は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せ

ず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に

通知しなければならない。 

4  現場代理人、主任技術者及び監理技術者並びに専門技術者は、これを兼ねることが

できる。 

 

 



 

（履行報告） 

第10条  請負者は、設計図書に定めるところにより、契約の履行について発注者に報告し  

なければならない。 

 

（工事関係者に関する措置請求） 

第11条  発注者は、現場代理人がその職務（主任技術者若しくは監理技術者又は専門技術者

と兼任する現場代理人にあってはそれらの者の職務を含む。）の執行につき著しく不

適当と認められるときは、請負者に対して、その理由を明示した書面により、必要な

措置をとるべきことを請求することができる。 

2  発注者又は監督職員は、主任技術者若しくは管理技術者又は専門技術者（これらの

者と現場代理人を兼任する者を除く。）その他請負者が工事を施工するために使用し

ている下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるも

のがあるときは、請負者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をと

るべきことを請求することができる。 

3  請負者は、前 2項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について

決定し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に発注者に通知しなければならな

い。 

4  請負者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発

注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求す

ることができる。 

5  発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を請求を受けた日から10日以内に請負者に通知しなければならない。 

 

（工事材料の品質及び検査等） 

第12条  工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品質

が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。 

2  請負者は、設計図書において監督職員の検査（確認を含む。以下本条において同じ。）

を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格したもの

を使用しなければならない。この場合において、検査に直接要する費用は、請負者の

負担とする。 

3  監督職員は、請負者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から 7日

以内に応じなければならない。 

4  請負者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督職員の承諾を受けないで工事現場

外に搬出してはならない。 

5  請負者は、前項の規定にかかわらず、検査の結果不合格と決定された工事材料につ

いては、当該決定を受けた日から 7日以内に工事現場外に搬出しなければならない。 

 

（監督職員の立会い及び工事記録の整備等） 

第13条  請負者は、設計図書において監督職員の立会いの上調合し、又は調合について見本

検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又

は当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

2  請負者は、設計図書において監督職員の立会いの上施工するものと指定された工事

については、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

3  請負者は、前 2項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書にお

いて見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工

事の施工をするときは、設計図書に定めるところにより、当該記録を整備し、監督職

員の請求があったときは、当該請求を受けた日から 7日以内に提出しなければならな

い。 



 

4  監督職員は、請負者から第 1項又は第 2項の立会い又は見本検査を請求されたとき

は、当該請求を受けた日から 7日以内に応じなければならない。 

5  前項の場合において、監督職員が正当な理由なく請負者の請求に 7日以内に応じな

いため、その後の工程に支障をきたすときは、請負者は、監督職員に通知した上、当

該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施

工することができる。この場合において、請負者は、当該工事材料の調合又は当該工

事の施工を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督職員

の請求があったときは、当該請求を受けた日から7日以内に提出しなければならない。 

6  第 1項、第 3項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の

記録の整備に直接要する費用は、請負者の負担とする。 

 

（工事用地の確保等） 

第14条  発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地

（以下「工事用地等」という。）を請負者が工事の施工上必要とする日(設計)図書に

特別の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならない。 

2  請負者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければな

らない。 

3  工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、

当該工事用地等に請負者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他

の物件（下請人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、請負者は、

当該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明

け渡さなければならない。 

4  前項の場合において、請負者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せ

ず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、請負者に

代わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。

この場合においては、請負者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異

議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した

費用を負担しなければならない。 

5  第 3項に規定する請負者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が請負

者の意見を聴いて定める。 

 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第15条  請負者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督職員がその

改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該

不適合が監督職員の指示によるときその他発注者の責に帰するべき事由によるとき

は、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又

は請負者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

2  監督職員は、請負者が第 12 条第 2項又は第 13条 1項から第 3項までの規定に違反

した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査

することができる。 

3  前項に規定するほか、監督職員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認め

られる相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の

理由を請負者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。 

4  前 2項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は請負者の負担とする。 

 

（条件変更等） 

第16条  請負者は、工事の施工に当たり、次の各号の一に該当する事実を発見したときは、

その旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求しなければならない。 



 

一  図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと

（これらの優先順位が定められている場合を除く。） 

二  設計図書に誤謬又は脱漏があること 

三  設計図書の表示が明確でないこと 

四  工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自

然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと 

五  設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な

状態が生じたこと 

 

（入札時積算数量書に疑義が生じた場合における確認の請求等） 

第 16 条の 2 請負者は、入札時に発注者が示した入札時積算数量書に記載された積算数量に

疑義が生じたときは、その旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求する事が出

来る。ただし、当該疑義に係る工事が完成した場合、確認を求めることが出来ないも

のとする。 

2 前項の請求は、入札時積算数量書における当該疑義に係る積算数量と、これに対応す

る請負者が入札時に提出した工事内訳書における当該数量とが同一であると確認出来

た場合にのみ行う事ができるものとする。 

3 監督職員は、第１項の請求を受けたとき又は自ら入札時積算数量書に記載された積算

数量に誤謬又は脱漏を発見したときは、直ちに確認を行わなければならない。 

4 前項の確認の結果、入札時積算数量書の訂正の必要があると認められるときは、発注

者は、請負者と協議して、これを行わなければならない。 

5 前項の訂正が行われた場合において、発注者は、請負代金額の変更の必要があると認

められるときは、第 24条に定めるところにより、当該変更を行うものとする。この場

合における第 24条第 1項本文の規定による協議は、訂正された入札時積算数量書に記

載された積算数量に基づき行うものとする。 

 

（設計図書の変更） 

第17条  発注者は、前条第 4項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書の

変更内容を請負者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、

発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は請

負者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（設計図書の変更に係る請負者の提案） 

第 17 条の 2 請負者は、この契約締結後、設計図書に定める工事目的物の機能、性能等を低

下させることなく請負代金を低減することを可能とする施工方法等の設計図書の変更

について、発注者に提案することができる。 

  2  発注者は、前項の規定に基づく発注者の提案を受けた場合において、提案の全部又

は一部が適正であると認められるときは設計図書を変更し、これを請負者に通知しな 

ければならない。 

  3  発注者は、前項の規定により設計図書を変更した場合において、必要があると認め

られるときは、請負代金額を変更しなければならない。 

 

（工事の中止） 

第18条  工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべ

り、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」とい

う。）であって請負者の責に帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生

じ若しくは工事現場の状態が変動したため、請負者が工事を施工できないと認められ

るときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに請負者に通知して、工事の全部又は一



 

部の施工を一時中止させなければならない。 

2  発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を

請負者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

3  発注者は、前 2項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要が

あると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は請負者が工事の続行

に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その

他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは請負者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（請負者の請求による工期の延長） 

第19条  請負者は、天候の不良、第 2条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他請負

者の責めに帰することができない事由により工期内に工事を完成することができな

いときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求すること

ができる。 

  2  発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められ

るときは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責

めに帰すべき事由による場合においては、請負金額について必要と認められる変更を

行い、又は請負者に損害を及ぼしたときは必要な経費を負担しなければならない。 

 

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第20条  発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を

請負者に請求することができる。 

2  発注者は、この契約書の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特

別の理由があるときは、通常必要とされる工期に満たない工期への変更を請求するこ

とができる。 

3  発注者は、前 2項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変

更し、又は請負者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（工期の変更方法） 

第21条  工期の変更については、発注者請負者協議して定める。ただし、協議開始の日から

14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、請負者に通知する。 

2  前項の協議開始の日については、発注者が請負者の意見を聞いて定め、請負者に通

知するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第 19 条の場合に

あっては、発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては、請負者が工

期変更の請求を受けた日）から 7日以内に協議開始の日を通知しない場合には、請負

者は、協議開始日を定め、発注者に通知することができる。） 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第22条  請負代金額の変更については、発注者請負者協議して定める。ただし、協議開始の

日から 14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、請負者に通知する。 

2  前項の協議開始の日については、発注者が請負者の意見を聴いて定め、請負者に通

知するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から 7日以内に協議開

始の日を通知しない場合には、請負者は、協議開始の日を定め、発注者に通知するこ

とができる。 

3  この契約書の規定により、請負者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場

合に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者請負者協議して定める。 

 

 



 

（臨機の措置） 

第23条  請負者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけれ

ばならない。この場合において、必要があると認めるときは、請負者は、あらかじめ

監督職員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるとき

は、この限りでない。 

2  前項の場合においては、請負者は、そのとった措置の内容を監督職員に直ちに通知

しなければならない。 

3  監督職員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、請負者

に対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

4  請負者が第 1項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置

に要した費用のうち、請負者が請負代金額の範囲において負担することが適当でない

と認められる部分については、発注者が負担する。 

 

（一般的損害） 

第24条  工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工事

の施工に関して生じた損害（次条第 1 項若しくは第 2 項又は第 26 条第 1 項に規定す

る損害を除く。）については、請負者がその費用を負担する。ただし、その損害（第

41 条第 1項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）のうち発

注者の責に帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第25条  工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、請負者がその損害を賠償しな

ければならない。ただし、その損害（第 41 条第 1 項の規定により付された保険等に

よりてん補された部分を除く。以下本条において同じ。）のうち発注者の責に帰すべ

き事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

2  前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、

地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がそ

の損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき請負者

が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、請負者が負担

する。 

3  前2項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合において

は、発注者請負者協力してその処理解決に当たるものとする。 

 

（不可抗力による損害） 

第26条  工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該

基準を超えるものに限る。）で発注者請負者双方の責に帰することができないものに

より、工事目的物等に損害が生じたときは、民法第 536 条の規定による。 

 

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第27条  発注者は、第 7 条、第 15 条から第 18 条まで、第 20 条、第 23 条から第 24 条まで

の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別

の理由があるときは、請負代金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書

を変更することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、発注者請負者

協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、

発注者が定め、請負者に通知する。 

2  前項の協議開始の日については、発注者が請負者の意見を聴いて定め、請負者に通

知しなければならない。ただし、発注者が前項の請負代金額を増額すべき事由又は費

用を負担すべき事由が生じた日から 7 日以内に協議開始の日を通知しない場合には、



 

請負者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（検査及び引渡し） 

第28条  請負者は、工事を完成したときは、工事完了届を発注者に提出しなければならい。 

2  発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）

は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 10 日以内に請負者

の立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を

完了し、当該検査の結果を請負者に通知しなければならない。この場合において、発

注者又は検査職員は、必要があると認められるときは、その理由を請負者に通知して、

工事目的物を最小限度破壊して検査することができる。 

3  前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、請負者の負担とする。 

4  発注者は、第 2項の検査によって工事の完成を確認した後、請負者が工事目的の引

渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。 

5  発注者は、請負者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負

代金の支払の完了と同時に行うことを請求することができる。この場合においては、

請負者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

6  請負者は、工事が第 2項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査

を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして

前 5項の規定を適用する。 

 

（請負代金の支払） 

第29条  請負者は、前条第 2項の検査に合格したときは、請負代金の支払を請求することが

できる。 

2  発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 30 日以内

に請負代金を支払わなければならない。 

3  発注者がその責に帰すべき事由により前条第 2 項の期間内に検査をしないときは、

その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下「約

定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日

数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超え

た日において満了したものとみなす。 

4  第 2項の規定により支払われるべき請負代金について、発注者の責に帰すべき事由

により支払遅延があった場合には、その翌日から起算して支払が完了するまでの日数

に応じ、当該未払金額に対し、昭和 24 年 12 月大蔵省告示第 991 号「政府契約の支払

遅延に対する遅延利息の率を定める件」において算定される額（百円未満切り捨て）

を遅延利息として請負者に支払うものとする。 

 

（部分使用） 

第30条  発注者は、第 28 条第 4 項又は第 5 項の規定による引渡し前においても、工事目的

物の全部又は一部を請負者に承諾を得て使用することができる。 

2  前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使

用しなければならない。 

3  発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって

請負者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

 

（前金払） 

第31条  請負者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする公共工

事の前払金保証事業に関する法律第 2条第 5項に規定する保証契約（以下「保証契約」

という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の 10 分の 4以内



 

の前払金の支払いを発注者に請求することができる。 

  2  発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 14 日以内 

   に前払金を支払わなければならない。 

  3  請負者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金

額の10分の4から受領済みの前払金額を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金

の支払いを請求することができる。この場合においては、第 2項の規定を準用する。 

  4  請負者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減

額後の請負代金額の 10分の 5を超えるときは、請負者は、請負代金額が減額された日

から 30日以内にその超過額を返還しなければならない。 

  5  前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額した場合

において、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であるときは、請負者

は、その超過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額未

満の額であるときは、請負者は、受領済みの前払金の額からその増額後の請負代金額

の 10 分の 5の額を差し引いた額を返還しなければならない。 

  6  発注者は、請負者が第 4項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還

額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数

に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することがで

きる。 

 

（保証契約の変更） 

第32条  発注者は、前条第 3 項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払金の支

払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注

者に寄託しなければならない。 

  2  発注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証

契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

  3  請負者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代

わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（前払金の使用等） 

第33条  請負者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（こ

の工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、

仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払

いに充当してはならない。ただし、令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月 31 日までに、

新たに請負契約を締結する工事に係る前払金で、令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月

31 日までに払出しが行われるものについては、前払金の 100 分の 25 を超える額を除

き、この工事の現場管理費及び一般管理費等のうちこの工事の施工に要する費用に係

る支払いに充当することができる。 

 

（前払金等の不払に対する工事中止） 

第34条  請負者は、発注者が第 31 条において準用される第 29条の規定に基づく支払いを遅

延し、相当の期間を定めてその支払いを請求したにもかかわらず支払いをしないとき

は、工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。この場合においては、

請負者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければ

ならない。 

  2  発注者は、前項の規定により請負者が工事の施工を中止した場合において、必要が

あると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は請負者が工事の続行

に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その

他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは請負者に損害を及ぼし



 

たときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（契約の目的物が契約の内容に適合しない場合の措置） 

第35条  発注者は、完成検査に合格した契約の目的物を受領した後において、当該目的物が

契約の内容に適合していないこと（以下「契約不適合」という。）を知った時から１

年以内に（数量又は権利の不適合については期間制限なく）その旨の請負者に通知し

た場合は、次の各号のいずれかを選択して請求することができ、請負者はこれに応じ

なければならない。ただし、発注者が請負者に対して第 2 号の請求を行う場合には、

相当期間を定めた履行の催告を行う必要はないものとする。 

一 発注者の選択に従い、発注者の指定した期限内に請負者の責任と費用負担により、

契約の内容に適合した履行を行うこと。 

二 直ちに代金の減額を行うこと。 

  2 発注者は前項の通知を行った場合には、前項各号の請求に加え、請負者に対する損害

賠償請求及び本契約の解除を行うことができる。 

 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第36条  請負者の責に帰すべき事由により工期内に工事を完成することができない場合に

おいては、発注者は、損害金の支払を請負者に請求することができる。 

2  前項の損害金の額は、請負代金額から部分引渡しを受けた部分に相応する請負代金

額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年3パーセントの割合で計算した額とする。 

3  発注者の責に帰すべき事由により、第 36 条第 2 項の規定による請負代金の支払が

遅れた場合においては、請負者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年 3パーセ

ントの割合で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第 36 条の 2 乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当することとなったときは、甲が本契

約の全部又は一部を解除するか否かにかかわらず、違約金として、甲の請求に

基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があったときは変更後の額）

の 100 分の 10に相当する額を甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第

８条の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の

規定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項

（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課

徴 金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

三 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の４第７項

又は同法第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を

行ったとき。 

四 乙又は乙の代理人が刑法第96条の６若しくは同法第198条又は独占禁止法第

89 条第１項の規定による刑が確定したとき。 

五 前条第１項第３号、第４号又は第５号のいずれかに該当したとき。 

2 乙は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 

3 乙が第１項に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わないときは、乙は、

当該期日を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年 3.0 パーセントの

割合で計算した額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

4 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合におい

て、甲がその超過分について賠償請求することを妨げるものでない。 

 



 

（談合等不正行為があった場合の解除の特則） 

第 36 条の 3 発注者は請負者が前条第 1項各号の各規定に該当すると認められるときは、何

らの催告を要せず本契約を解除することができるものとする。   

 

（発注者の解除権） 

第37条  発注者は、請負者が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。 

一  正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

二  その責に帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の

期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

三  第 9条第 1項第 2号に掲げる者を設置しなかったとき。 

四  前 3 号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達

することができないと認められるとき。 

五  第 39 条第 1項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 

六  請負者（発注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以

下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（請負者が個人である場合にはその者を、請負者が法人である場合

にはその役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事

務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」

という。）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団

員」という。）であると認められるとき。 

ロ 暴力団（暴力団対策法第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下この号

において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる

とき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認め

られるとき。 

ニ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

ホ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方

がイからホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締

結したと認められるとき。 

ヘ 請負者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原

材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を

除く。）に、発注者が請負者に対して当該契約の解除を求め、請負者がこれ

に従わなかったとき。 

     七  請負者が自ら又は第三者を利用して次の各号一に該当する行為をしたと認

められるとき 

イ 暴力的な要求行為 

ロ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

ハ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

ニ 偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為 

ホ その他各号に準ずる行為 

 

（属性要件及び行為要件に基づく契約解除における特則） 

第 37 条の 2  発注者は請負者が前条第六号の各規定又は同条第七号の各規定に該当すると

認められるときは、何らの催告を要せず本契約を解除することができるものと

する。 



 

（表明確約） 

第 37条の3   請負者は第37条第六号または第七号のいずれにも該当しないことを表明し、

かつ、将来にわたっても該当しないことを確約する。 

 

（下請契約等に関する契約解除） 

第 37 条の 4  請負者は契約後に下請人等が解除対象者であることが判明したときは、直ち

に当該下請人等との契約を解除し、又は下請人等に対し契約を解除させるよう

にしなければならない。 

 

（下請契約等に関する契約解除の特則） 

第 37 条の 5 発注者は請負者が下記のいずれかに該当する場合には、何らの催告を要せず本

契約を解除することができる。  

一 請負者の下請人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下

請人等との契約を承認したとき。 

二 正当な理由がなく前項の規定に反して当該下請人等との契約を解除せず、若

しくは下請人等に対し契約を解除させるための措置を講じないとき。 

 

（契約解除に基づく違約金） 

第 37 条の 6 次の各号のいずれかに該当する場合においては、請負者は、請負代金額の 10

分の 1 に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければなら

ない。 

     一 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

     二 請負者がその債務の履行を拒否し、又は請負者の責めに帰すべき事由によっ

て請負者の債務について履行不能となった場合。 

  2  次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第 2号に該当する場合とみ

なす。 

     一 請負者について破産手続き開始の決定があった場合において、破産法（平成

16 年法律第 75号）の規定により選任された破産管財人 

     二 請負者について更生手続き開始の決定があった場合において、会社更生法（平

成 14 年法律第 154 号）の規定により選任された破産管財人 

     三 請負者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平

成 14 年法律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 

 

（契約解除に基づく損害賠償） 

第 37 条の７ 第 36 条の３、第 37条の２及び第 37 条の５により本契約を解除した場合にお

いて、請負者に生じた損害について、発注者は賠償する必要がないものとする。 

ただし、請負者は発注者に損害が生じた場合には、その損害を賠償する責任

を負う。 

   

（発注者の任意解除権） 

第38条  発注者は、工事が完成するまでの間は、前条第 1項の規定によるほか、必要がある

ときは、契約を解除することができる。 

2  発注者は、前項の規定により契約を解除したことにより請負者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（請負者の解除権） 

第39条  請負者は、次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。 

一  第 17条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が3分の2以上減少



 

したとき。 

二  第 18 条の規定による工事の施工の中止期間が工期の 10 分の 5（工期の 10 分

の 5が 6月を超えるときは、6月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部の

みの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後3月を経過しても、

なおその中止が解除されないとき。 

三  発注者が契約に違反し、その違反によって契約の履行が不可能となったとき。 

2  請負者は、前項の規定により契約を解除した場合において、損害があるときは、そ

の損害の賠償を発注者に請求することができる。 

（解除に伴う措置） 

第40条  発注者は、契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該検査に

合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受けるものとし、当該引

渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金を請負者に

支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められると

きは、その理由を請負者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することが

できる。 

2  前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、請負者の負担とする。 

3  請負者は、契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第 1項の出来

形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還しなければ

ならない。この場合において、当該支給材料が請負者の故意若しくは過失により滅失

若しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用されてい

るときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を

賠償しなければならない。 

4  請負者は、契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を発

注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が請負者の故意又は

過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又

は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

5  請負者は、契約が解除された場合において、工事用地当に請負者が所有又は管理す

る工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれ

らの物件を含む。以下本条において同じ。）があるときは、請負者は、当該物件を撤

去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければな

らない。 

6  前項の場合において、請負者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せ

ず、又は工事用地地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、請負者

に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができ

る。この場合においては、請負者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについ

て異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要

した費用を負担しなければならない。 

7  第 3項前段及び第 4項前段に規定する請負者の取るべき措置の期限、方法等につい

ては、契約の解除が第37条又は第37条の2第2項の規定によるときは発注者が定め、

前 2条の規定によるときは、請負者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第 3項

後段、第 4項後段及び第 5項に規定する請負者のとるべき措置の期限、方法等につい

ては、発注者が請負者の意見を聴いて定めるものとする。 

 

（火災保険等） 

第41条  請負者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下本条において同じ。）

等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これに準

じるものを含む。以下本条において同じ。）に付さなければならない。 

2  請負者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わ



 

るものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

3  請負者は工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付し

たときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

 

（賠償金等の徴収） 

第42条  請負者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する期間内に

支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した

日から請負代金額支払の日まで年 3 パーセントの割合で計算した利息を付した額と、

この支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

2  前項の追徴をする場合には、発注者は、請負者から遅延日数につき年 3パーセント

の割合で計算した額の延滞金を徴収する。 

 

（紛争の解決） 

第43条  本契約条項又は本契約に定めのない事項若しくは契約条項の解釈について紛争又

は疑義が生じたときは、発注者請負者協議のうえ解決するものとする。 

2  本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関する一切の紛争については、宮崎地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る報告） 

第44条  請負者は、請負者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により

行政処分を受け又は送検された場合は、速やかに発注者に報告すること。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る契約解除） 

第45条  発注者は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、催告その他の手続きを要

せず、請負者に対する書面による通知により、本契約の全部又は一部を解除すること

ができる。 

一  請負者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処

分を受け又は送検されたとき。 

二  請負者が本契約締結以前に発注者に提出した、厚生労働省所管法令違反に関す

る自己申告書に虚偽があったことが判明したとき。 

三  請負者が、請負者又はその役員若しくは使用人が第一号の状況に至ったことを

報告しなかったことが判明したとき。 

2  本契約の再委託先について前項の状況に至った場合も、同様とする。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る違約金） 

第46条  第 47 条の規定により発注者が契約を解除した場合、請負者は、違約金として、発

注者の請求に基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、

変更後の金額）の 100 分の 10 に相当する額を発注者が指定する期日までに支払わな

ければならない。 

2  請負者は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。 

3  第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合にお

いて、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（違約金に関する遅延利息） 

第47条  請負者が前条に規定する違約金を発注者の指定する期日までに支払わないときは、

請負者は、当該期日を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年 3パーセン

トの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

 



 

（存続条項） 

第48条  本契約の効力が消滅した場合であっても、第 1条第 4項、第 36 条、第 36 条の 2、

第 37 条、第 37条の 3、第 37 条の 6、第 37 条の 7、第 43 条、第 46条、第 48 条及び

本条は、なお有効に存続するものとする。 



 
工 事 仕 様 書 

 

1 工事名称  宮崎労働局労働基準部ほか 2 庁舎 LED 化工事 

 

2 工事場所  （１）宮崎労働局（宮崎市橘通東３丁目 1-22） 

        （２）小林公共職業安定所（小林市細野 367-5） 

（３）日南労働基準監督署（日南市戸高１-３-17） 

3 工事期間  契約成立日から令和９年３月末日まで（可能な限り早く） 

 

4 工事内容  （１）宮崎労働局労働基準部における照明を LED 化する工事  一式 

（２）小林公共職業安定所の照明を LED 化する工事  一式 

（３）日南労働基準監督署の照明を LED 化する工事  一式 

（４）上記に付帯する工事  一式 

 

5 一般事項 

(1)  入札書提出前に必ず下見、測量等を行ったうえで、工事費の積算をすること。 

なお、上記の工事費のほか、工事に伴う資材、処分費用等のすべての費用を見積に含めること。 

(2)  工事での発生材は受注者側の責任及び費用負担で適切な方法で廃棄処分を行うこと。 

(3)  原則、電気、水道使用料等の費用について当局が負担することとするが、大量に使用する場合は、別

途協議して決定する。 

(4)  騒音を発する工事など閉庁日に行うべき工事がある場合には、事前に日程調整等を行うため、宮崎労 

働局総務部総務課会計第二係（担当者：藤原）と協議を行うこと。 

(5)  工事施工前に「工程表」及び「工事施工内容がわかる書類及び図面」を提出すること。 

(6)  工事施工の前、途中、施工後の写真撮影を行い、工事完了後は工事完成届、竣工図（完成図）等を提

出すること。（マニュフェストの写し等、産廃施設への持ち込み時の写真を含む。） 

(7)  上記以外のことについては、原則、現地担当者と協議をすること。 

 

6 工事に係る仕様 

(1)  照明の LED 化にあたり、特定のメーカーが製造する製品等は指定しないが、公共施設の事務室にふさ

わしい外観となるものとする。 

(2)  取り替えにより不要となったものについては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他の関係法令

に基づき適切に処理すること。 

(3)  各庁舎における照明配線図は別添参照（別添１は宮崎労働局、別添２は小林公共職業安定所、別添３



 

 

は日南労働基準監督署）。 

なお、日南労働基準監督署 1 階における一部照明（４箇所）については、令和３年 11 月に蛍光灯の故

障により、既に LED 化が済んでいる（別添３の桃色の箇所）。 

 

７ 請負業務について 

(1)  請負によって生ずる権利及び義務は、第三者に譲渡又は継承してはならない。 

(2)  請負業務に関する秘密は漏らしてはならない。 

(3)  本仕様書等に記載された事項を履行しないときは、契約解除又は損害賠償等の責を受けても異議申立

はできない。 

(4)  請負業務が終了したときは、当局の指定する検査職員の検査を受け、その検査に合格した時をもって

完了とする。 

(5)  請負業務が完了するまで善良な管理者としての注意をもって作業に当たると共に、当該物件の維持保

全に努めなければならない。 

なお、本作業中に、当局又は第三者に及ぼした損害については、請負業者において、一切の責任をも

って処理することとし、当局に対してその費用を請求することはできない。 

 

８ その他 

(1)  請負業務に当たって疑義が生じた場合には、当局職員又は監督職員の指示を受けること。 

(2)  検査の時期は、当局が工事完了の通知を受理した日から 10 日以内とする。 

(3)  工事仕様書等に定めのない事項については、必要に応じ協議すること。 

(4)  工事の施行に当たっては、安全衛生法令等の関係法法令を遵守し、安全対策を徹底すること。 

(5)  着工から工事目的引き渡しまでの間（完成から 7 日間まで）火災保険に加入すること。 

(6)  下請を行う際には、下請人からも下記９の提出書類の②～⑥及び⑬を提出させること。 

 

９ 提出書類 

  [入札関係受領書提出時] 

① 入札関係書類受領書 

② 労働保険料納入証明書 

    ※資格審査結果通知書に記載されている事業場所所在地を管轄する労働局又は労働基準監督署で 証

明を受けること。なお、労働保険料納入証明書は各労働局により名称及び様式が異なるので、管轄す

る労働局又は労働基準監督署に確認をすること。 

③ 社会保険料納入証明書 

    ※申請書は日本年金機構ホームページ（http://www.nenkin.go.jp/）より取得可能。 



 

 

    ※上記 2 つの納入証明書については入札書提出期限の直近 2 年間分の領収書でも可。 

④ 誓約書 

⑤ 役員一覧（法人のみ） 

⑥ 自己申告書 

⑦ 電子入札案件の紙入札方式での参加様式（紙入札業者のみ） 

⑧ 委任状（紙入札業者のみ） 

  [入札時] 

⑨ 入札書 

⑩ 工事費内訳書 

 [契約締結時] 

⑪ 電子契約案件の紙契約方式での締結について（紙契約業者のみ） 

⑫ 工事請負契約書 

⑬ 法令遵守に係る申出書 

⑭ 工程表を含む施工計画書 

⑮ 火災保険加入証書、工事完成を保証する制度加入の写し 

  [業務完了時] 

⑯ 工事完了届 

⑰ 検査調書 

⑱ 工事写真台帳（施工前、施工中、施工後及び使用する機器類） 

⑲ 竣工図(完成図) 

⑳ マニュフェストの写し等（産廃施設への持ち込み時の写真を含む） 
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S=1：100本館　改設　１階　情報表示（電気時計）・拡声・火災報知設備配線図
※ ・・撤去品再取付

波線 ・・既設品を示す

注　記

１．特記なきは、下記とする。

・・壁付押しボタン

・・ブザー

AMP

階段室1

共用小会議室 EM-HP 1.2-20P×4 (自動火災)

EM-AE 1.2- 5P (時計)

EM-AE 1.2-15P (拡声)

・・位置ボックス

・・既設端子盤

UP

注　記

１．特記なきは、下記とする。

・・出退表示　表示盤

・・発信器

・・親時計　　　　　　（壁掛形）

・・子時計　　　　　　（壁掛形）

・・EM-AE 1.2-3C        ころがし配線

・・EM-AE 1.2-4C        ころがし配線

・・既設配線を示す

・・立上げ (PF管)保護

・・立上げ MM1.B保護　　 露出

・・立上げ MM1.A保護　　 露出
MM1.A

MM1.B

波線

２．特記なき配線は、下記とする。

・・EM-AE 1.2-2C        ころがし配線

EM-AE 1.2- 2C (呼出)

・・EM-AE 1.2-2C (E19)  露出配管
(E19)

※スラブ貫通箇所は防火区画貫通処理を行う

EM-AE 1.2- 5P

EM-AE 1.2-15P

EM-HP 1.2-20P×4

EM-AE 1.2- 2C

(時計)

(拡声)

(呼出)

(自動火災)

100φ(E 75)

IP2D1WV10-8

PS3DV-1

AMP

Ｓ

Ｓ

・・スピーカ付子時計　（壁掛形）

・・放送アンプ　　　　（自立形）

・・スピーカ　　　　　（天井埋込形）

・・アッテネータ

・・トイレ呼出ベル

・・スピーカ　　　　　（壁掛形）

・・スピーカ　アッテネータ内蔵（天井埋込形）

・・受信機Ｐ型１級３０Ｌ＋１５Ｌ　（自立形）

・・差動式スポット型感知器　２種　（露出形）

・・光電式　煙感知器　２種　　　　（露出形）

・・光電式　煙感知器　２種　　　　（埋込形）

・・子時計　　　　　　（壁掛形）A SEA23-NJ1

SWR30-GPB2

SC2Hi-3V0-M

SC2Hi-3V3-M

SW2Hi-3V3

V-3S

SWA33-GPSPSB2

・・EM-AE 1.2-2C+3C     ころがし配線

・・EM-FCPEE-S 1.2-1P   二重床ころがし配線
FCPEE-S

・・P.B SS200×200×200C

(E19)(E19)(E19)

(E19)

(E19)

(E19)

MM1.A

情報表示（電気時計）・拡声・火災報知設備配線図
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本館　改設　２階　電灯設備配線図
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S=1：100本館　改設　３階　電灯設備配線図
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撤去品再取付 撤去品再取付

FHF32W-2(埋込)

※

撤去品再取付
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所長室

所長室

FSS9-321 (PK)

4

2

所長室
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R

フ

F3

F3

F3F2
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MM1.B

FHF 32W-2(埋込)

3撤去品再取付

女子休憩室･男女ロッカー室

財務事務所

1

FHF32W-1(露出)

女子便所 湯沸室
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